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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１のノードと、
　第２のノードと、
　前記第１のノードと前記第２のノードとの間のシリアル通信回線であって、前記シリア
ル通信回線の１つ以上の映像回線を介して前記第１のノードから前記第２のノードにデジ
タル映像データと該デジタル映像データ内に埋め込まれているクロック信号とを送信する
ように構成されたシリアル通信回線と、
　前記第１のノードと前記第２のノードとの間の広帯域双方向複合回線であって、データ
を送信するための１つ以上の副回線を含む、前記広帯域双方向複合回線と、を備え、
　前記第１のノードおよび前記第２のノードは、前記広帯域双方向複合回線の前記１つ以
上の副回線を介して前記広帯域双方向複合回線経由で少なくとも第１のデータ・ストリー
ムを互いに交換するように構成されており、
　前記広帯域双方向複合回線が前記シリアル通信回線用の基準クロックを供給するように
構成されており、前記広帯域双方向複合回線は、前記シリアル通信回線の初期同期の検出
の際に、前記基準クロックの送信から、前記第１のデータ・ストリームの送信を含む、前
記１つ以上の副回線経由でのデータ送信に切り換えられ、
　前記シリアル通信回線の初期同期が、前記広帯域双方向複合回線を介して供給される前
記基準クロックによって補助され、
　前記広帯域双方向複合回線の前記１つ以上の副回線は、
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　　デジタル音声ストリーミング用の音声副回線と、
　　コンテンツ保護、民生用電子装置制御および他の制御コマンド用のコマンド副回線と
、
　　ユーザデータ送信用のデータ副回線と
を含む通信システム。
【請求項２】
　前記シリアル通信回線の帯域幅が映像画素周波数に従って拡大、縮小する、請求項１に
記載の通信システム。
【請求項３】
　前記広帯域双方向複合回線は、送信の方向を変更することにより論理的に全二重双方向
回線となる、高速半二重回線である、請求項１に記載の通信システム。
【請求項４】
　前記基準クロック、前記音声副回線、前記コマンド副回線および前記データ副回線が前
記広帯域双方向複合回線を介した時分割多重である、請求項１に記載の通信システム。
【請求項５】
　前記広帯域双方向複合回線の電気回路は前記広帯域双方向複合回線が前記基準クロック
へ割り当てられるとき前記基準クロックに同期する、請求項１に記載の通信システム。
【請求項６】
　前記広帯域双方向複合回線の電気回路は前記広帯域双方向複合回線が前記基準クロック
以外に割り当てられたとき前記シリアル通信回線から回復したクロックに同期する、請求
項１に記載の通信システム。
【請求項７】
　前記広帯域双方向複合回線の電気回路は前記広帯域双方向複合回線が前記基準クロック
以外に割り当てられたときローカルな発振器に同期する、請求項１に記載の通信システム
。
【請求項８】
　前記広帯域双方向複合回線は、前記第２のノードの同期検出回路と、前記基準クロック
と前記副回線との間で切り替えるスイッチとをさらに備える、請求項１に記載の通信シス
テム。
【請求項９】
　前記広帯域双方向複合回線は前記音声副回線、前記コマンド副回線、前記データ副回線
との間を調停する仮想スイッチをさらに備える、請求項１に記載の通信システム。
【請求項１０】
　前記第１のノードは送信機を含み、前記シリアル通信回線はＩＢＭ ８Ｂ１０Ｂ回線コ
ーディングを使用し、クロック回線はデジタル映像データ回線内に埋め込まれ、前記送信
機は前記埋め込まれたクロック回線の画素クロックを送信するように構成された、請求項
１に記載の通信システム。
【請求項１１】
　前記シリアル通信回線はＴＭＤＳ回線コーディングを使用し、クロック回線はデジタル
映像データ回線内に埋め込まれ、前記第１のノードは前記埋め込まれたクロック回線の画
素クロックを送信するように構成された、請求項１に記載の通信システム。
【請求項１２】
　前記広帯域双方向複合回線において、前記データは可変サイズのパケットで送信され、
すべてのパケットの送信後に前記第１のノードと前記第２のノードとの間の流れ方向が変
化する、請求項１に記載の通信システム。
【請求項１３】
　少なくとも１つの映像回線を有するシリアル通信回線に結合され、且つ少なくとも１つ
の副回線を有する広帯域双方向複合回線に結合されるように構成された通信ノードであっ
て、
　映像システムから映像データおよび埋め込まれたクロック信号または複数の信号を前記
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シリアル通信回線経由で受信するように結合された入力部と、
　ユーザおよびアプリケーション副システムとでユーザおよびアプリケーションのデータ
を送受信し、且つ基準クロック信号を受信するように結合された複合回線インタフェース
と、
　前記シリアル通信回線に結合されるよう構成された映像出力部であって、前記埋め込ま
れたクロック信号は前記シリアル通信回線に映像データと共に埋め込まれている、前記映
像出力部と、
　前記映像出力部と前記入力部の各々および前記複合回線インタフェースそれぞれとの間
に結合され、映像データならびにユーザおよびアプリケーションのデータを生成するよう
に構成された電気回路とを備え、前記映像データは前記シリアル通信回線経由で送信され
、ユーザおよびアプリケーションのデータは前記広帯域双方向複合回線の一般目的データ
回線経由で送信され、
　前記通信ノードは、前記シリアル通信回線で同期を得る際の補助として前記基準クロッ
ク信号を使用するように構成されており、前記シリアル通信回線で同期が検出された時に
、前記複合回線インタフェースが、前記基準クロック信号の受信から、前記広帯域双方向
複合回線を介してのユーザおよびアプリケーションのデータの送受信に切り換わる通信ノ
ード。
【請求項１４】
　前記ユーザおよびアプリケーションのデータは、音声データ、コマンド／制御データお
よびバルクデータを含むデータである、請求項１３に記載の通信ノード。
【請求項１５】
　少なくとも１つの映像回線を有するシリアル通信回線、および少なくとも１つの副回線
を有する広帯域双方向複合回線に結合されるように構成された通信ノードであって、
　前記シリアル通信回線に結合されるよう構成された入力部であって、映像データと、ク
ロック信号あるいは前記映像データに埋め込まれた信号とを受信する入力部と、
　ユーザおよびアプリケーション副システムとでユーザおよびアプリケーションのデータ
を送受信し、且つ基準クロック信号を受信するように結合された複合回線インタフェース
と、
　前記シリアル通信回線から受信した映像データをアサートする映像出力部と、
　前記入力部と前記複合回線インタフェースおよび映像出力部それぞれとの間に結合され
、前記映像データから画素クロックを回復するように構成された電気回路とを備え、前記
受信した映像データは前記映像出力部にアサートにされ、ユーザおよびアプリケーション
のデータは前記広帯域双方向複合回線の一般目的データ回線経由で送信され、
　前記通信ノードは、前記シリアル通信回線で同期を得る際の補助として前記基準クロッ
ク信号を使用するように構成されており、前記シリアル通信回線で同期が検出された時に
、前記複合回線インタフェースが、前記基準クロック信号の受信から、前記広帯域双方向
複合回線を介してのユーザおよびアプリケーションのデータの送受信に切り換わる通信ノ
ード。
【請求項１６】
　前記ユーザおよびアプリケーションのデータは、音声データ、コマンド／制御データお
よびバルクデータを含むデータである、請求項１５に記載の通信ノード。
【請求項１７】
　通信システムにおける通信方法であって、シリアル通信回線の１つ以上の映像回線を介
して第１のノードから第２のノードにデジタル映像データおよび該デジタル映像データに
埋め込まれるクロック信号を送信するステップと、
　広帯域双方向複合回線経由での前記シリアル通信回線のための基準クロックを前記第１
のノードから前記第２のノードに送信するステップと、
　前記第２のノードによって前記シリアル通信回線での同期を検出するステップと、
　前記広帯域双方向複合回線を、前記基準クロックの送信から、前記広帯域双方向複合回
線の１つ以上の副回線経由での送信に切り換えるステップと、
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　前記広帯域双方向複合回線の前記１つ以上の副回線を介して前記第１のノードと第２の
ノードとの間で対応するデータの少なくとも１つのストリームを送信するステップと、
　映像画素周波数に従い前記シリアル通信回線の帯域幅を拡大、縮小するステップとを含
み、
　　前記広帯域双方向複合回線において、
　　　　デジタル音声ストリーミング用の音声副回線を介してデジタル音声データを送信
するステップと、
　　　　コンテンツ保護、民生用電子装置制御および他の制御コマンド用のコマンド副回
線を介してコマンド・データを送信するステップと、
　　　　ユーザデータ送信用のデータ副回線を介してバルクデータを送信するステップと
を含む、通信方法。
【請求項１８】
　前記広帯域双方向複合回線において、前記広帯域双方向複合回線の機能が論理的に全二
重双方向回線となるように送信の方向を変更するステップをさらに含む、請求項１７に記
載の通信方法。
【請求項１９】
　前記広帯域双方向複合回線、前記音声副回線、前記コマンド副回線および前記データ副
回線を介して時分割多重するステップをさらに含む、請求項１７に記載の通信方法。
【請求項２０】
　前記広帯域双方向複合回線の前記第２のノードから同期を検出するステップと、前記広
帯域双方向複合回線で前記基準クロックと前記副回線との間を切り替えるステップとを、
さらに含む、請求項１７に記載の通信方法。
【請求項２１】
　前記広帯域双方向複合回線において、既定の優先順位に基づき、音声副回線、前記コマ
ンド副回線および前記データ副回線との間で調停するステップをさらに含む、請求項１７
に記載の通信方法。
【請求項２２】
　前記広帯域双方向複合回線において、可変サイズのパケットのデータを送信するステッ
プと、すべてのパケットの送信後に前記第１のノードと第２のノードとの間の流れ方向を
変えるステップをさらに含む、請求項１７に記載の通信方法。
【請求項２３】
　通信システムにおいて、第１のノードと第２のノードとの間の広帯域双方向複合回線を
介してクロック信号およびデータ・パケットを送受信するための通信方法であって、
　前記第１のノードと前記第２のノードとの間にあって、前記第１のノードから前記第２
のノードへデジタル映像データおよび埋め込まれたクロック信号を送信するシリアル通信
回線の同期を補助するために、前記広帯域双方向複合回線経由で基準クロック信号を供給
し、
　前記シリアル通信回線の同期確認を受信し、
　前記広帯域双方向複合回線を、前記基準クロック信号の供給から、前記広帯域双方向複
合回線の１つ以上の副回線経由でのデータの供給に切り換え、
　前記シリアル通信回線の同期が確立した後に前記広帯域双方向複合回線の前記１つ以上
の副回線の内の一つの副回線を介して前記データ・パケットを供給する、
　クロック信号およびデータ・パケットを送受信する通信方法。
【請求項２４】
　前記広帯域双方向複合回線経由で複数のデータ・パケットを供給するステップをさらに
含む、請求項２３に記載のクロック信号およびデータ・パケットを送受信する通信方法。
【請求項２５】
　前記複数のデータ・パケットは音声データ、コマンド・データ、ユーザデータをさらに
含む、請求項２４に記載のクロック信号およびデータ・パケットを送受信する通信方法。
【請求項２６】
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　前記広帯域双方向複合回線は前記第１のノードの第１の送受信機および前記第２のノー
ドの第２の送受信機との間に結合された双方向回線を備える、請求項２３に記載のクロッ
ク信号およびデータ・パケットを送受信する通信方法。
【請求項２７】
　前記広帯域双方向複合回線経由で供給されるクロック情報に基づき、前記シリアル通信
回線を同期させるステップをさらに含む、請求項１７に記載の通信方法。
【請求項２８】
　前記複数のデータ・パケットは圧縮映像データをさらに備える、請求項２５に記載の通
信方法。
【請求項２９】
　前記ユーザおよびアプリケーションのデータは圧縮映像データをさらに含む、請求項１
３に記載の通信ノード。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、より広範な機能を電子装置に連結、追加する方法およびシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　デジタルの接続性に関する先行の規格では、送信源装置（たとえばＤＶＤ再生機）から
受信装置（たとえばテレビ）に、片方向経路で、保護された非圧縮の映像音声データを送
信することが可能であった。図１は、ＨＤＭI送信源装置１０２からＨＤＭＩ受信装置１
０４に映像データを送信する映像回線１０６を示すシステムの図である。またＨＤＭＩ制
御回線１０８も示される。ＴＭＤSまたはＴＭＤＳのようなシリアル接続を使用するシス
テムおよび方法は、通常、映像回線１０６を介して送信機（図１のＨＤＭＩ送信源１０２
）から受信機（図１のＨＤＭＩ受信装置１０４）に、同じ映像回線の、実際の映像期間中
にエンコードした映像データを送信し、実際の音声期間中にエンコードした音声データを
送信し、実際の制御期間中にエンコードした制御データを送信する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　図１に示すようなシステムでは、ＨＤＭＩ制御回線１０８は利用されることの低い狭帯
域回線であり、音声データ、映像データあるいは／またはバルク・ユーザデータのような
付加的なユーザデータを送信するようには使われない。したがって、図示の映像回線に加
えて広帯域回線を使用することが望ましい。現行の開示に記載されている実施形態では、
電気回路または接続数を増やす必要もなく双方向に動作する広帯域回線が付加的に使用で
きる。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　１つの実施形態は、第１のノードと、第２のノードと、第１のノードと第２のノードと
の間のシリアル通信接続であって、第１のノードから第２のノードに接続の１つ以上の映
像回線を介してデジタル映像データを送信するように構成されたシリアル通信接続と、第
１のノードと第２の接続との間の複合接続とを備え、第１のノードおよび第２のノードは
複合接続を介して複合回線経由で少なくとも１つのデータ・ストリームを他方に送信する
ように構成される通信システムである。通信システムの１つの実施形態では、シリアル通
信接続の帯域幅が映像画素周波数に従い、拡大、縮小される。さらには、シリアル通信接
続の初期同期が複合接続を介して供給されるクロック情報によって補助される。
【０００５】
　別の実施形態は、通信システムにおいて、クロック信号およびデータ・パケットを送受
信する第１のノードと第２のノードとの間の複合接続であって、第１のノードと第２のノ
ードとの間で結合された双方向回線を有する複合接続と、第１のノードの第１の送受信機
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と、第２のノードの第２の送受信機とを備え、複合接続はクロック信号を供給し第１のノ
ードと第２のノードとの間の同期を補助し、同期が確立した後に複合接続がデータ・パケ
ットを供給する。
【０００６】
　別の実施形態は、少なくとも１つの映像回線および少なくとも１つの副回線を有する複
合回線を含むシリアル通信接続に結合されるよう構成された通信ノードであって、映像シ
ステムから映像データおよびクロック信号または複数の信号を受信するように結合された
入力を有する通信ノードと、ユーザおよびアプリケーションのデータをユーザおよびアプ
リケーションの副システムと送受信するように結合された複合回線インタフェースと、シ
リアル通信接続に結合されるように構成された映像出力であってクロック信号または複数
の信号がシリアル通信接続に映像データと共に埋め込まれた映像出力と、出力と入力およ
びインタフェースそれぞれとの間に結合され、映像データ、ユーザおよびアプリケーショ
ンのデータを生成するように構成された電気回路とを備え、映像データはシリアル通信接
続経由で送信され、ユーザおよびアプリケーションのデータは複合接続の一般目的データ
回線経由で送信される。
【０００７】
　別の実施形態は、少なくとも１つの映像回線および少なくとも１つの副回線を有する複
合回線を含むシリアル通信接続に結合されるように構成された通信ノードであって、シリ
アル通信接続に結合されるように構成されて映像データを受信し映像データに埋め込まれ
たクロック信号または複数の信号を含む入力と、ユーザおよびアプリケーションの副シス
テムとユーザおよびアプリケーションのデータを送受信するように結合された複合回線イ
ンタフェースと、シリアル通信接続から受信した映像データをアサートする映像出力と、
入力とインタフェースおよび映像出力それぞれとの間に結合され映像データから画素クロ
ックを回復するように構成された電気回路とを備え、受信した映像データは映像出力にア
サートされ、ユーザおよびアプリケーションのデータは複合接続の一般目的データ回線経
由で送信される。
【０００８】
　別の実施形態は、通信システムの通信方法であって、シリアル通信接続の１つ以上の映
像回線を介して第１のノードから第２のノードにデジタル映像データを送信するステップ
と、複合接続を介して第１のノードと第２のノードとの間の対応するデータの少なくとも
１つのストリームを送信するステップとを含み、映像画素周波数に従いシリアル通信接続
の帯域幅を拡大、縮小する。
【０００９】
　別の実施形態は、通信システムにおいて、第１のノードと第２のノードとの間でクロッ
ク信号およびデータ・パケットを送受信する方法であって、同期が確立された後に複合接
続がデータを供給するように複合接続経由で第１のノードと第２のノードとの間の同期を
補助するクロック信号を供給する方法である。
【発明の効果】
【００１０】
　図１に示すようなシステムでは、画素クロックはＴＭＤS接続の独立クロック回線を介
して送信される。図３は、ＴＭＤＳエンコーダおよびデコーダ経由の従来の映像データ送
信を、独立専用クロック回線と共に示す図である。クロック回線のクロック信号を１つ以
上の映像データ回線に埋め込めば、設計上、従来システムの従来のクロック回線を空けて
双方向データ転送用の追加回線を提供できる。
【００１１】
　本開示の実施形態は、たとえば送信源から受信装置へ、受信装置から送信源へ、圧縮映
像、高音質音声、コンテンツ保護、制御信号、データ・パケットを双方向に送信する、高
速複合回線のシステムおよび方法を開示する。記載の実施形態は、スタンド・アロンで完
全な規格となる固有の物理層および論理層のいずれも開示する。さらには、ＨＤＭＩ、Ｄ
ＶＩおよびディスプレイ・ポートのような既存の規格と下位互換になり得るシステムを有
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することが望ましい。記載の実施形態は、ＨＤＭI、ＤＶＩおよびディスプレイ・ポート
のような他の規格と互換となり得る。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、従来のＨＤＭIシステムの図である。
【図２】図２は、本開示の上位の実施形態の図である。
【図３】図３は、ＴＭＤＳエンコーダ、デコーダ経由での片方向の映像データの送信を、
独立専用クロック回線と共に示す図である。
【図４】図４は、接続クロックが接続エンコーダと接続デコーダとの間の映像回線に埋め
込まれ、追加で利用可能となるクロック回線が双方向データ送受信に使用される実施形態
を示す図である。
【図５】図５は、複合双方向回線が複数の副回線用の仮想スイッチを内蔵する実施形態を
示す図である。
【図６】図６ａ～６ｄは、関係するデータの量およびその流れ方向に依存して送信源と受
信装置との間のデータの流れ方向を変更することを示す図である。
【図７】図７ａは、複合回線送信源の状態図である。図７ｂは、複合回線受信装置の状態
図である。
【図８】図８は、送信装置が映像送信システム、音声送受信システム、ならびにコマンド
およびデータ副回線コントローラに接続され、接続された受信装置にデータを送信する、
１つの実施形態による送信装置の詳細な図である。
【図９】図９は、受信装置が図８の送信装置および映像受信システム、音声送受信システ
ム、ならびにコマンドおよびデータ副回線コントローラに接続される、１つの実施形態に
よる受信装置の詳細な図である。
【図１０】図１０は、本開示の１つの実施形態による、包括的なシステムおよび方法の詳
細な実施形態を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　すでに確立されている表示インタフェース規格には、３つのクラスの映像音声装置用デ
ジタル・インタフェース（ＤｉｉＶＡ）がある。
【００１４】
　送信源：映像（および、利用可能ならば音声）信号を送信する装置。必要により送信源
装置はコンテンツ保護を実施してもよい。装置は記憶容量を有してもよい。いくつか例示
する。
【００１５】
　ＤＶＤプレーヤ（標準解像および高解像の両方）
【００１６】
　デジタル・ビデオ・レコーダ
【００１７】
　家庭用通信端末
【００１８】
　デスクトップおよびラップトップコンピュータ
【００１９】
　カムコーダおよびカメラなどのデジタル映像および画像キャプチャ装置
【００２０】
　マルチメディア携帯電話
【００２１】
　受信装置：映像（および、利用可能ならば音声）信号を受信する装置。表示装置は受信
装置の特殊なタイプに特定される。いくつか例示する。
【００２２】
　テレビ
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【００２３】
　ＰＣモニタ
【００２４】
　家庭用ステレオ・システム
【００２５】
　中継器：送信源および受信装置の機能、さらに送信源と受信装置との間の再送信機能を
備え、ソフトウェア・トランスペアレントな任意の装置。いくつか例示する。
【００２６】
　ＡＶ受信機
【００２７】
　入力セレクタ／スイッチ
【００２８】
　装置のＤｉｉＶＡクラスタはいつでも、１つの主装置（通常はテレビまたはモニタ）お
よび主装置装置の制御下にあるいくつかの構成装置を有する。上記リストの送信源、受信
装置、中継装置は、市場で待たれるかまたは調達可能な装置タイプであることは一般に理
解されよう。他の装置および変形体が可能であることは当技術分野の当業者には明らかで
ある。ＤｉｉＶＡ装置は２つ以上のＤｉｉＶＡ装置入力または出力を有してもよい。この
場合、装置上のＤｉｉＶＡ入力はそれぞれＤｉｉＶＡ受信装置のすべての規格に準ずるも
のであり、ＤｉｉＶＡ出力はそれぞれＤｉｉＶＡ送信源のすべての規格に準ずるものであ
る。
【００２９】
　図１は従来技術のＨＤＭIシステムの図であり、システムはＨＤＭI送信源の１０２と、
ＨＤＭI受信装置１０４と、映像データを送信する回線を有する片方向ＨＤＭＩ映像接続
１０６と、ＨＤＭＩ制御機構１０８とを備える。図３は、ＴＭＤＳエンコーダおよびデコ
ーダ経由での片方向の映像データの送信を、独立専用クロック回線と共に示す従来技術の
図である。ＴＭＤＳエンコーダ３０２は送信バッファ３０６を経由して映像パケットを送
信する。ＴＭＤＳデコーダは受信バッファ３０８を経由して送信された映像パケットを受
信する。独立クロック回線はバッファ３１０および３１２をそれぞれ経由してＴＭＤＳク
ロック信号３１４を送受信する。
【００３０】
　図２は本開示の上位の実施形態を示す図である。実施形態は通信システムを含み、第１
のノード２０２（ＤｉｉＶＡ送信源）と、第２のノード２０４（ＤｉｉＶＡ受信装置）と
、接続の１つ以上の映像回線を介して第１のノードから第２のノードにデジタル映像デー
タ送信するように構成される、第１のノードと第２にノードとの間のシリアル通信接続２
０６とを備える。実施形態はさらに、第１のノードと第２のノードとの間の複合接続２０
８を備え、第１のノードおよび第２のノードは複合接続を介して複合回線経由でデータの
少なくとも１つのストリームを他方に送信するように構成される。通信システムの１つの
実施形態では、シリアル通信接続の帯域幅は、映像画素周波数に従い、拡大、縮小される
。さらには、シリアル通信接続の初期同期は複合接続を介して供給されるクロック情報に
より補助される。複合接続はさらに、シリアル通信接続用の基準クロックと、デジタル音
声ストリーミング用の音声副回線と、コンテンツ保護、民生用電子装置制御および他の制
御コマンド用のコマンド副回線と、ユーザデータ転送用のデータ副回線とを含む１つ以上
の複合回線を備える。
【００３１】
　図４は、クロックがエンコーダとデコーダとの間の映像回線に埋め込まれ、また付加的
に利用可能なクロック回線がデータの双方向の送受信に使用される実施形態を示す。図３
に示すシステムとは異なり、図３に示すシステムのＴＭＤＳクロック３１４は、図４に示
す実施形態の接続クロック４１４に置き換わり、映像データ回線に埋め込まれ、順方向お
よび逆方向のデータ・パケットは追加回線（図４）経由で送られる。
【００３２】
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　１つの実施形態では、複合回線が高速の半二重回線であって、送信の方向を変えること
で論理的に全二重双方向回線となる。実施形態では、音声副回線、コマンド副回線および
データ副回線は、複合回線を介した時分割多重である。複合回線が基準クロックに割り当
てられる場合は、複合回線の電気回路は基準クロックに同期する。複合回線が基準クロッ
ク以外に割り当てられた場合は、複合回線の電気回路はシリアル通信回線から回復された
クロックに同期する。さらには、代替の実施形態では、複合回線が基準クロック以外に割
り当てられた場合は、複合回線の電気回路はローカルの発振器に同期する。１つの実施形
態では、複合回線はさらに、第２のノード上の同期検出回路と、基準クロックと副回線と
の間で切り替わるスイッチとを備える。
【００３３】
　図５は、双方向複合回線が複数の副回線用の仮想切替えを内蔵する実施形態を示す図で
ある。スイッチ５０２、５０４は音声副回線、コマンド副回線、データ副回線との間を調
停する実質的に仮想のスイッチである。１つの実施形態では、音声副回線経由の音声デー
タが最高位の優先権を、コマンド副回線経由のコマンドおよび制御のデータが次に高い優
先権を、データ副回線経由の使用者およびバルクデータが最低位の優先権を与えられよう
、スイッチは副回線との間を調停する。さらに、シリアル通信接続は接続の１つ以上の映
像データ回線に埋め込まれたクロックを有する。
【００３４】
　図４を再び参照すると、１つの実施形態では、シリアル通信接続はＩＢＭ　８Ｂ１０Ｂ
回線コーディング４０２を使用し、クロック回線がデジタル映像データ回線４１８、４２
０に埋め込まれ、送信機は埋め込まれたクロック回線の画素クロックを送信するように構
成される。１つの実施形態では、シリアル通信接続はＴＭＤＳ回線コーディングを用い、
クロック回線がデジタル映像データ回線に埋め込まれ、第１のノードが埋め込まれたクロ
ック回線の画像クロックを送信するように構成される。１つの実施形態の複合回線では、
データは可変サイズのパケットで送信され、すべてのパケットの転送後に第１のノードと
第２のノードとの間の流れ方向が変わる。
【００３５】
　図６ａ～６ｄは、関連するデータの量およびそれの流れ方向に依存した、送信源と受信
装置との間の複合回線のデータの流れ方向の変化を示す。図６ａは送信源および受信装置
ともに他方に転送するいずれのデータが無いケースを示す。図６ｂは送信源が転送する小
量のデータ（たとえば音声ＳＣ）を有し、受信装置が転送するデータが無いケースを示す
。図６ｃは送信源が転送する小量のデータ（たとえば音声ＳＣ）を有し、受信装置が転送
する多量のデータ（たとえばデータＳＣ）を有するケースを示す。図６ｄは送信源が転送
する多量のデータ（たとえば音声ＳＣおよびデータＳＣ）を有し、受信装置がやはり転送
する多量のデータ（たとえばデータＳＣ）を有するケースを示す。１つの実施形態ではパ
ケット転送タイミング・パラメータは次の通りである。
スクリーン・サイズ＝１９２０×１０８０＠６０ヘルツ
水平回線時間＝１５マイクロ秒（＝１／（１０８０×６０））
ＴＭＤＳクロック＝１４８．５メガ・ヘルツ
Ｈ－ＣＨビットレート＝１．５ギガ・ビット／秒
伝搬遅延（２５メートルケーブル）＝０．１３マイクロ秒
前置時間（５００トレーニングビット）＝５００×０．６７ナノ秒＝０．３３マイクロ秒
０バイト・パケット時間＝（１０＋０）×１０×０．６７ナノ秒＝０．１マイクロ秒
１２８バイト・パケット時間＝（１０＋１２８）×１０×０．６７ナノ秒＝０．９マイク
ロ秒
２０４８バイト・パケット時間＝（１０＋２０４８）×１０×０．６７ナノ秒＝１３．８
マイクロ秒
パケット送信最長時間＝２×（０．１３＋０．３３＋１３．８）＝２８．５マイクロ秒
【００３６】
　図７は、見て明らかなように複合回線発信源の状態図であり、さらにパケット・フロー
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制御を示す。基本的には、送信源が送信モードであって送るデータのある場合、データ・
パケットは受信装置に送られる。一方、送るデータが無い場合、送信源はＩＤＬＥパケッ
トを送る。次に送信源は受信モードに入り、パケットが受信された場合または指定時間内
にパケットの受信の無い場合、送信源はもう一度送信モードに入る。同様に図７ｂは、見
て明らかなように複合回線の受信装置の状態図であり、さらにパケット・フロー制御を示
す。受信装置は受信モードであってパケットを受信した後に送信モードに入る。受信装置
は送信モードでデータのパケットを送信するか、あるいは送るデータが無い場合、ＩＤＬ
Eパケットを送信し、もう一度受信モードに入る。送信源および受信装置ともにパケット
を送受信する必要のない場合、ＩＤＬＥパケットが一方から他方へ送られる。
【００３７】
　通信システムの１つの実施形態は、クロック信号または複数の信号およびデータ・パケ
ットを送受信する第１のノードと第２のノードとの間の複合接続であって、第１のノード
と第２のノードとの間に結合された双方向回線と、第１のノードの第１の送受信機と、第
２のノードの第２の送受信機とを備え、第１のノードと第２のノードとの間の同期を補助
するために、同期が確立した後に複合接続はクロック信号を供給する。さらには、データ
・パケットは複数のデータ・パケットであり、パケット・タイプは音声、コマンドおよび
ユーザ・バルクデータ・パケットである。
【００３８】
　図８は１つの実施形態による送信装置の詳細な図であり、送信装置は映像送信システム
、音声送受信システム、コマンドおよびデータ副回線コントローラに接続され、接続され
た受信装置にデータを送信する。図示の実施形態は、映像回線８０８、８１０、８１２の
少なくとも１つを有するシリアル通信接続に結合されるように構成された通信ノード２０
２と、少なくとも１つの副回線を有する複合回線８２４とを備え、通信ノードは、映像シ
ステム８０２から映像信号およびクロック信号または複数の信号を受信するように結合さ
れた入力と、ユーザおよびアプリケーションの副回線８１４、８１６、８１８とユーザお
よびアプリケーションのデータを送受信するように結合された複合回線インタフェースと
、シリアル通信接続と結合されように構成された映像出力であってクロック信号または複
数の信号がシリアル通信接続に映像データと共に埋め込まれる映像出力８０４、８０６と
、出力と入力およびインタフェースそれぞれとの間に結合され映像データならびにユーザ
およびアプリケーションのデータを生成するように構成された電気回路とを備え、映像デ
ータはシリアル通信接続経由で送信され、ユーザおよびアプリケーションのデータは複合
接続の一般目的データ回線経由で送信される。ユーザおよびアプリケーションのデータは
、音声システム８１４および８１６それぞれにより送受信される音声データと、コマンド
／データ副回線コントローラ８１８により送受信されるコマンドおよび制御データと、ユ
ーザ・バルクデータ（図示せず）を含む。
【００３９】
　図９は１つの実施形態による受信装置の詳細な図であり、受信装置は図８の送信装置、
映像受信システム、音声送受信システム、およびコマンドおよびデータ副回線コントロー
ラに接続される。図示の実施形態は、映像回線８０８、８１０、８１２の少なくとも１つ
を有するシリアル通信接続と結合されるように構成された通信ノード２０４と、少なくと
も１つの副回線を有する複合回線８２４とを備え、通信ノードは、シリアル通信接続と結
合するように構成され、映像信号に埋め込まれたクロック信号または複数の信号を含めた
映像データを受信する入力を備える。通信ノードは、さらに、ユーザおよびアプリケーシ
ョンの副回線とユーザおよびアプリケーションのデータを送受信するように結合された複
合回線インタフェース９０８、９１０を備える。さらに、シリアル通信接続から受信した
映像データをアサートする映像出力９０２、９０４と、入力とインタフェースおよび映像
出力それぞれとの間に結合され映像信号から画素クロックを回復するよう構成された電気
回路とを備え、受信した映像データは映像出力にアサートされ、ユーザおよびアプリケー
ションのデータは複合接続の一般目的データ回線経由で送信される。ユーザおよびアプリ
ケーションのデータは、音声システム９１２、９１４で送受信される音声データ、コマン
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ド／制御データ副回線コントローラ９１６で送受信されるコマンド／制御データ、および
バルクデータ（図示せず）を含む。
【００４０】
　１つの実施形態は、通信システムの通信方法であって、シリアル通信接続の１つ以上の
映像回線を介して第１のノードから第２のノードにデジタル映像データを送信するステッ
プと、複合接続を介して第１のノードと第２のノードとの間の対応するデータの少なくと
も１つのストリームを送信するステップとを含み、映像画素周波数に従いシリアル通信接
続の帯域幅を拡大、縮小する。さらに通信方法は、複合接続において、シリアル通信接続
用に基準クロックを送信するステップと、デジタル音声ストリーミング用に音声副回線を
介してデジタル音声データを送信するステップと、コンテンツ保護、民生用電子装置制御
および他の制御コマンド用にコマンド副回線を介してコマンドデータを送信するステップ
と、ユーザデータ送信用にデータ副回線を介してバルクデータを送信するステップとを含
む。通信方法はさらには、複合回線の機能が論理的に全二重双方向回線となるよう複合回
線の送信の方向を変更するステップを含む。代替の実施形態は、複合回線、音声副回線、
コマンド副回線およびデータ副回線を介して時分割多重するステップを含む。通信方法は
、複合回線において、複合回線の第２のノードから同期を検出するステップと、複合回線
において基準クロックと副回線との間を切り替えるステップとを含んでもよい。通信方法
はさらには、複合回線において、既定の優先順位に基づき、音声副回線、コマンド副回線
および前記データ副回線との間で調停するステップをさらに含んでもよい。通信方法はさ
らに、シリアル通信接続を介して埋め込まれたクロック回線の画素クロックが送信される
ようにシリアル通信接続の１つ以上の映像データ回線にクロックを埋め込むステップを含
めてもよい。複合回線において、データ・パケットの送信は可変サイズであって、通信方
法はすべてのパケットの送信後に第１のノードと第２のノードとの間の流れ方向を変える
ステップを含んでもよい。
【００４１】
　別の実施形態は、通信システムにおいて、第１のノードと第２のノードとの間の複合接
続を介してクロック信号およびデータ・パケットを送受信する方法であって、第１のノー
ドと第２のノードとの間の同期を補助するために、同期が確立した後に複合接続がデータ
・パケットを供給するように複合接続経由でクロック信号を供給するステップを含む。複
数のデータ・パケットは複合接続経由で供給できる。複数のデータ・パケットは音声デー
タ、コマンド・データ、バルク・ユーザデータを含む。好ましくは、複合接続は第１のノ
ードの第１の送受信機と第２のノードの第２の送受信機との間に結合された双方向回線を
備え、クロック信号およびデータ・パケットを送受信する方法はさらに、複合接続経由で
供給されるクロック情報に基づき、シリアル通信接続を同期させるステップを含む。複合
接続を介して供給されるパケットタイプ、ユーザおよびアプリケーションのデータは圧縮
映像データをさらに含むことができることに留意されたい。
【００４２】
　図１０は、包括的なシステムおよび方法の詳細な実施形態を示す図である。ＤｉｉＶＡ
送信機は映像ストリームの入力を受信し、シリアル通信接続を介して映像送信接続経由で
映像データを送信する。外部クロックはクロック発生器により受信され、音声、映像およ
び複合回線クロックはシリアル通信接続に埋め込んで送信される。ＤｉｉＶＡ送信機の複
合回線接続は音声副回線、コマンド副回線およびデータ副回線からそれぞれ、音声、コマ
ンドおよびバルクデータを送受信する。音声データは最高位の優先順位が与えられ、一方
でバルクデータは最低位の優先順位が与えられ、複合回線を介してＤｉｉＶＡ受信機へ送
信される。図１０の複合接続データ流れは、順方向に進む副回線データを示していること
に留意されたい。複合接続に対して、ＤｉｉＶＡ送信機およびＤｉｉＶＡ受信機のいずれ
もデータを送受信できる。エンドポイントＥＰ１、ＥＰ３およびＥＰ５（図１０で図示せ
ず）の反対方向にデータを送ることもできる。ＥＰ０、ＥＰ１は音声データの送受信のエ
ンドポイント・パケットを表し、ＥＰ２およびＥＰ３はコマンド・データの送受信のエン
ドポイント・パケットを表し、ＥＰ４およびＥＰ５はユーザデータまたはバルクデータの
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送受信のエンドポイント・パケットを表し、すべては図８および図９に羅列してある。Ｄ
ｉｉＶＡ受信機はシリアル通信接続を介して映像データを受信し、映像受信接続経由で映
像データをアサートする。クロック回復回路はシリアル通信接続に埋め込まれた映像、音
声および複合回線のクロックを回復させ、回復されたクロックを使用して映像、音声およ
びコマンド・データをアサートする。たとえば、音声データ用のエンドポイント・パケッ
トは回復した音声クロック・レートで費やされる。
【００４３】
　使用するタイプ：送信源と受信装置との間で転送できるデータ・タイプのように、使用
するタイプは４つの主要な種類に分類できる。
発信源から受信装置への非圧縮映像および音声、ＣＥ制御、バルクデータ転送、および双
方向音声
【００４４】
　発信源から受信装置への非圧縮映像および音声：一般的に利用されるケースは、映像送
信源（たとえばＤＶＤプレーヤ）から表示装置に非圧縮映像および音声データを送ること
である。図示の実施形態では、主要な映像回線は１～３のツイストペアを利用し映像デー
タを送る。インタフェースの実施形態は、理想的には、ツイストペアあたり４．５ギガビ
ット／秒、総計で１３．５ギガビット／秒の速度を有する。必要に応じて、１～４のデー
タ回線を提供できる。「発明を実施するための形態」に記載の実施形態のように、本開示
の実施形態の１つの特徴は、映像回線のクロックが受信機ＰＨＹで回復され、また回復さ
れたクロックが複合回線に使用されることである。さらには音声データは複合回線経由で
送られる。映像および音声データの両方は受信装置に到着前に中継装置を経由することが
できる。映像データは１８、２４、３０、３６および４８ビットの画素サイズを有する。
ある実施形態では、表示性能に応じて、映像解像はＶＧＡ（６４０×４８０）から１０８
０ｐ（１９２０×１０８０）までの解像本に対応する。追加および代替対応の変形が可能
であることは当技術分野の当業者には明白である。さらには、データ回線の使用方法はア
プリケーションによって変わる。送信源および受信装置は必要な要求通路の最高数に対応
できる。しかしながら、ある実施形態では、エンドユーザが取り外しのできる外部ケーブ
ルは少なくとも３通路に対応し、送信源と受信装置との間の相互運用を最大限にする。
【００４５】
　代替の実施形態では、他の既存の規格と下位互換性を維持するために回線を多く予約す
ることができる。１つの実施形態では、１つのツイストペアおよび３つの直線回線を含め
５回線を提供する。
【００４６】
　民生用電子装置（ＣＥ）制御：「発明を実施するための形態」に記載のシステムは、単
一の主装置を介して複数の電子装置の制御が可能である。いかなる時でも、１つの主装置
（実施形態の一例では、テレビ（受信装置）が主装置として使用される）が存在して複数
の従属装置を制御できる。１つの実施形態では、従属装置が１つの主装置しか持たない。
ある実施形態では、従属装置がネットワークに接続されるとき装置検出および計数が発生
する。
【００４７】
　１つの実施形態では、ＤｉｉＶＡ従属装置が主装置に接続されたことを主装置が検出す
る。次に、使用者が検索してどの装置が接続されたかを確認し、新しいＤｉｉＶＡ従属装
置がインタフェース上にリストアップされ、使用者が制御する。複数の主装置がネットワ
ーク上でアクティブである場合、１つの実施形態では、従属装置はすべて複数の主装置に
検出されるが、好適な実施形態では１つの従属装置のみが１つの主装置の制御下にある。
装置の計数の一環として、ＤｉｉＶＡ従属装置はＤｉｉＶＡ主装置に機能リストを提供し
、その結果、ＤｉｉＶＡ主装置がＤｉｉＶＡ従属装置を制御できるようになる。また、装
置タイプに依存する必要なコマンド・セットがリストアップされる。ある実施形態では、
様々なＣＥ装置の製造者の中でＤｉｉＶＡ制御が実施され、装置タイプに依存する特殊な
機能に対応するように装置に要求することで相互運用が確実になる。
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【００４８】
　ＨＤＭＩのようなシステムはＣＥＣ機能を内蔵し、専用ＣＥＣ制御ピンを使用してテレ
ビを介して装置が制御され、データが転送される。開示の実施形態では、制御データは高
速複合回線経由で送られ、その結果、データ転送の待ち時間が最小となり、エンドユーザ
に、より良いシステム応答性を提供する。
【００４９】
　ＣＥ制御の例は次を含む。
【００５０】
　例１：使用者はＤｉｉＶＡ準拠のテレビから所有のＤｉｉＶＡ準拠のＤＶＤプレーヤを
制御したい。ＤＶＤプレーヤがテレビに接続されると、テレビはＤＶＤプレーヤを検出す
る。続いて、使用者はＤＶＤプレーヤをテレビ経由で電源のオン、オフができる。さらに
は、使用者はテレビ経由でＤＶＤプレーヤの機能やアクセス可能な機能を知ることができ
る。たとえば、使用者はテレビリモートコントローラー経由で再生、停止、ポーズ、送り
、戻しができ、さらにはタイトル・メニューにメニュー操作をさせることもできる。
【００５１】
　例２：ＤｉｉＶＡ経由でＰＣからテレビへファイルを再生する。ＰＣおよびテレビの両
方がＤｉｉＶＡ準拠であると想定して、使用者が主装置（この場合はテレビ）から従属装
置を検索し、どの制御機能が使用できるかを確認する。次に、使用者は所有のテレビリモ
ートコントローラーを使用して、ある実施形態では、ＰＣのディレクトリ経由で上下左右
、入力ボタンを操作できる。メディア・ファイル（ＭＰ３またはＭＰＥＧ映像など）が見
つかると、使用者はそのファイルを選択し再生できる。
【００５２】
　バルクデータ転送：「発明を実施するための形態」で説明したように、ＤｉｉＶＡ複合
回線のデータ副回線を使用して、送信源から目的の装置に大量のデータ・ファイルを高速
に転送できる。ＤｉｉＶＡデータ副回線経由でＵＳＢまたはイーサネット（登録商標）・
データを直接送ることができる。ＵＳＢまたはイーサネット（登録商標）が利用できない
場合、アプリケーションが一般的なＤｉｉＶＡデータ・パケットとしてデータを送ること
もできる。ＤｉｉＶＡは、ＤｉｉＶＡデータ・パケット・プロトコルを使用して、送信源
から目的装置までデータを送る方法として働く。
【００５３】
　バルクデータ転送の例は次を含む。
【００５４】
　例１：使用者がテレビからＤＶＲに圧縮映像データを送りたい。テレビのＡＳＴＣまた
はＤＶＢ―Ｔチューナを使用して、テレビは電波放送からＭＰＥＧ圧縮データを受信する
。記録して後で鑑賞するため、使用者は圧縮ＭＰＥＧストリームをＤｉｉＶＡ準拠デジタ
ルビデオレコーダ（ＤＶＲ）に送る。テレビは、その後に、複合回線のデータ副回線を使
用してＭＰＥＧファイルをＤＶＲに送る。ここで、ＤｉｉＶＡ準拠のＤＶＲはそのデータ
・パケットを受信しハード・ディスクに保存する機能を有することが前提である。
【００５５】
　例２：テレビからＤＶＤ－Ｒにファイルをコピーする。使用者はメモリカードをテレビ
に挿入し、ＤＶＤ－ＲＯＭに保存するためにメディアファイル（ＪＰＥＧ画像など）をＤ
ＶＤ－Ｒに転送したい。ファイルはＤｉｉＶＡデータ副回線経由で目的の装置に送られる
。アプリケーションによっては、データ送信のプロトコルはＵＳＢまたはイーサネット（
登録商標）でも良い。ＤｉｉＶＡを介してＵＳＢ経由でデータが転送される場合、送信源
および目的アプリケーションはＵＳＢ　Ｉ／Ｏに対応する必要がある。
【００５６】
　双方向音声：ＤｉｉＶＡプロトコルは音声データを送信源から受信装置（順方向音声）
、受信装置から送信源（逆方向音声）の双方向に送信できる。順方向音声は主映像データ
経路に同期した主音声経路である。逆方向音声は送信源から受信装置へ独立音声経路を許
す。
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　双方向音声の例は次を含む。
【００５８】
　例１：順方向音声：ＤｉｉＶＡセット・トップ・ボックスは映像を主映像回線経由でテ
レビに送る。音声は順方向回線音声経由で送られ、映像回線経由で送られる映像に同期す
る。
【００５９】
　例２：逆方向音声：使用者は電波放送のハイビジョン映像をサラウンドサウンド付きで
鑑賞する。使用するチューナはテレビに内蔵してある。しかしながら、テレビはサラウン
ドサウンドを出力できない。ケーブルを追加することなく所有のＡＶ受信機経由でサウン
ドを再生するには、使用者は順方向音声をテレビからＡＶ受信機に送る必要がある。この
場合、ＡＶ受信機がテレビから音声データを受信するには、やはりＤｉｉＶＡ準拠である
必要がある。
【００６０】
　以上、本開示の実施形態を図示して説明した。図示および説明は本開示を記述された厳
密な形式に限定するつもりはない。具体的には、本明細書に記載している本開示の実施形
態の機能は、ハードウェア、ソフトウェア、ファームウェア、および／または他の利用可
能な機能要素または構成要素で等価的に実施されてもよいし、ネットワークはワイヤまた
はワイヤレス、ワイヤとワイヤレスの組合せでもよいことは、意図するところである。他
の変形または実施形態は上記の教示に照らして可能であり、したがって、本開示の範囲は
「発明を実施するための形態」や請求範囲だけに限定されるものではない。

【図１】

【図２】

【図３】
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【図１０】
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